
出資法人等経営評価書（企業会計用） 整理番号 ２０ 　　

　 平成27年7月１日現在
県所管部課

電話番号
Ｅ-mailアドレス　

千円 設立年月日

出資順位 出資額(千円)

1 41,202 41.2%

2 14,541 14.5%

3 13,572 13.6%

4 5,332 5.3%

5 4,847 4.8%

その他 20,506 20.5%

設　立
目　的

［事業の概要］ （単位：千円）

平成24年度平成25年度 26

207,728 205,648 204,137

58.8% 57.9% 50.8%

145,697 149,716 198,097

41.2% 42.1% 49.2%

0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0

0.0% 0.0% 0.0%

全体事業 353,425 355,364 402,234

100.0% 100.0% 100.0%

＜ から県民のみなさまへ＞

info@htc.co.jp

100,000

その他
事　業

全体割合
指定管理者

全体事業に占める割合

事業1～3以外

全体事業に占める割合

平成2年10月30日

ひたちなか市

出資比率

独立行政法人中小企業基盤整備機構

　企業支援の一環として良質なオフィス空間を提供。
　入居企業の成長段階に応じて，「創業準備オフィ
ス」「スモールオフィス」「研究開発室」の３種類のス
ペースを提供。入居企業の支援等も行い，民間の賃
貸事業者とは一線を画する。

東京電力株式会社など

茨城県

　ひたちなか地区を中心とした茨城県北地域におけ
る産学官連携により「地域産業の活性化・高度化」を
実現する事業を行う。官も民間も事業主体とはなり
得ない事業であり，当社設立目的の核心部分であ
る。

株式会社ひたちなかテクノセンター

［法人の概要］

内　　　　　　　　　　　　容

株式会社常陽銀行

事　　　業　　　名

出　　　　　　　資　　　　　　　者　　　　　　　名

商工労働部産業政策課

029-264-2200

http://www.htc.co.jp/

　昭和６３年に制定された「地域産業の高度化に寄与する特定産業の集積の促進に関する法律」（通称：頭脳立地
法）に基づき，電気・機械産業やエネルギー，情報関連産業が集積している茨城県北地域において，産・官・学との
連携による「地域産業の高度化」「特定産業の集積促進」を図る。

　当社は，ひたちなか市及びその周辺地区における地域産業の高度化を図るための中枢的推進機関として，茨城県，中小
企業基盤整備機構，地元市町村，民間企業の出資により設立された第３セクター方式の会社です。
　当社では各種コーディネート活動による新製品開発や技術開発の支援，ベンチャー企業等に対する快適なオフィス環境
の提供，企業従事者や離転職者を対象にした人材育成セミナー，その他茨城県のデザイン振興のサポート，デザイン普及
促進事業など，地元中小企業発展のために地域に密着した様々な事業を展開しております。
　県内の景気動向は底堅く推移しておりますが，当社におきましても産学官連携により地域企業の新分野，成長分野への
参入を支援するとともに研究開発室等の賃貸収入の安定的な確保を図り，一層の経営の健全化・安定化に努めておりま
す。
　今後とも，県内外の産業支援機関と連携を図りながら，当社の設立目的に沿った地域企業の高度化・活性化に貢献出来
るよう努力してまいります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２８年２月　　代表取締役社長　楠田　幹人

研究室等賃貸事業

企業支援事業

事業３

株式会社ひたちなかテクノセンター

全体事業に占める割合

全体事業に占める割合

事業２

所　　   在   　　地

代　　表　　者　　名

ひたちなか市新光町38番地

株式会社日立製作所

事業１

代表取締役社長　楠田　幹人（非常勤）

ホームページＵＲＬ

資本金（基本財産）

主　　な
出資者

年度平成
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企業会計用
[経営状況] 株式会社ひたちなかテクノセンター (単位：千円）　

増減数
売上高 46,870
売上原価 55,745

売上総損益金額 △ 8,875
販売費及び一般管理費 1,515
うち役員人件費(原価計上分含む) 874
うち職員人件費(原価計上分含む) 8,432

営業損益金額 △ 10,390
営業外収益 △ 2,313
営業外費用 887

△ 13,590
1,108
2,858

0
△ 15,340
△ 8,014
△ 195,441

187,427
0

△ 9,938
△ 2,790

0
△ 7,148

0
1,924

0
1,924

補助金 0
委託料 17,583

0
0

合　　　計 17,583
財政的関与の割合（％） 3.3

0
0

合　　　計 0

増減P
△ 1.1
△ 1.6
△ 0.8

0.0
△ 4.2

△ 383.6
0.0

［組織］

　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB

3 0 1 3 0 1 3 0 1 0
17 3 0 17 3 0 17 3 0 0

計 20 3 1 20 3 1 20 3 1 0
管理職 4 3 0 4 3 0 4 3 0 0
一般職 4 0 0 4 0 0 4 0 0 0

24 20 30 10
計 32 3 0 28 3 0 38 3 0 10

9.4 千円
年

千円4,737.0
8 47.3 歳

プロパー職員平均給与(年額)

合計 平均年齢

受託事業の増加

3,981.3
常勤役員平均報酬(年額)

備　考

16.9%

平成26年度

自己資本利益率
販売費・一般管理費／売上高　

当期利益/自己資本

借入金残高（期末）
0

28.4%人件費比率
主要経営指標

県
財
政
関
与
状
況

貸付金

0
0

0
49,979

受入敷金減少等

処遇改善プロセス事業２件１９百万円新規受託等

1,812,513

2,001,146
3,794
1,086

9,097

1,108

4,491
1,084

8,732

12,504

平成２５年度人材確保事業の開始が年度途中（８月）だった101,320

355,364
275,676

60,201
12,969

79,688 70,813
331,421

増減理由
経産局からの大口補助金事業（６７百万円）受入等

業務委託費・支払報酬等増加

12,862

402,234
274,088

平成26年度

56,478

26,094
3,646

12,095

18,092
93,957

0
98,571

1,086

2,009,160

0
1,912,513

92,888

0

平成25年度

19,134

61,716

19,487

0

88,633

49,979

49,330
0

100,000

0 0
32,396

1,810,589
0

100,000

5,874

1,335,356

損
益
の
状
況

353,425

有価証券満期１年以内到来分償還による減等

空調機新規設置・政府保証債新規購入等

経常損益金額

特別損失 2,224

25,119

39,303

478,363

0
1,522,783

128,672
42,093

0

2,021,881

0

当期純損益金額

673,804
1,548,877

25,455

負債

流動資産 473,004

9.1%

0

1,910,589
100,000

32,396

57,359

46,255
0

13.1%
46,255

0

0

15.3%

平成25年度
29.5%

0
12.4%

0

0

0

0

663.3%
0.0%

平成24年度
30.2%

平成26年

0.0%

17.3%

7.1%
0.2

0

1.3%

平成27年

流動資産の減少
3.1%7.3%

増減数

0.2

役員

　

1217.1%
0.0%

1600.8%

７月１日現在の人数
平成25年

常勤理事・監事

流動比率

増減理由

1.0%
0.2

0.2%

0

～20代 30代 40代

0 1 4 3

50代 60代

7,275

平成24年度

79,337
61,245

248

71,313

6,804
197

売上高／総資産
経常利益／売上高

当
期

流動資産／流動負債　
借入金残高／総資本　

1,086

0

資本金

0
0

固定負債

流動負債

固定資産

利益剰余金等

純資産 1,893,209

その他（分担金・負担金・出資金等）

1,793,209

プロパー職
員平均勤続

年数

人件費／売上高

嘱託・臨時職員等
職員

常勤職員（嘱
託・臨時職員を
除く）の年齢構
成

非常勤理事・監事

借入金比率

売上高経常利益率
総資産回転率

販売管理費比率

区　　　　　　分

法人税・住民税・事業税

うち短期借入金

うち長期借入金

損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

算式等

貸
借
対
照
表

資産

繰延資産

特別利益
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ひたちなか地区及び
周辺地域において，地
域産業の高度化の支援
と特定業種の集積の促
進を図ることを目的
に，産・学・官・金と
の連携等により受託事
業を積極的に実施して
おり，地域産業の支援
機関としての役割を果
たしている。

9

今後の事業展開の方向

①企業の経営目標を達成するため，特に販売力向上のための支援を強化。
②他の産業支援機関との連携強化による効果的な支援の実施。
③新規入居企業獲得のための取り組み強化，小規模貸室の整備等により入居率の向
　上を図り，財務基盤を確保する。
④収支計画に基づく，効率的な経営の実施。
⑤平成２７年度からの１０ケ年修繕計画に基づき，建物・設備の計画的な修繕を実
　施する。

16

［評点集計］

効率性 11

組織運営健全性

評価の視点

目的適合性

評価項目数

計画性

10

158

目的適合性 計画性 組織運営健全性

合計 9981

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題・対策等）］

20

企業会計用
株式会社ひたちなかテクノセンター

警　戒　指　標

満点

20

20

財務健全性

得点率

80%

75%

80%

19

評点

16

法人が行っている事業と当初の
設立目的が適合しているか

179

85%

89%

47 82%

平成２６年度に策定し
た第４次中期経営計画に
基づき，計画的な経営を
実施している。

平成２６年度は，引き
続き地域中小企業のニー
ズに迅速・適切に対応
し，競争力向上や販路拡
大のための支援，新規入
居企業獲得等を考慮に入
れ年度計画を策定した。
売上は４０２百万円（年
度計画比プラス７．５
パーセント）当期利益３
百万円（同マイナス８
９．０パーセント）と当
期利益は目標未達となっ
た。

17 20

目的適合性

計画性

組織の管理運営上における人
的・物的な経営資源が有効活用
されているか

効率性

財務健全性

《評価の視点》

効率性
出向社員を中心と

した組織構造ではあ
るが，民間出身の経
営幹部の登用や業務
規程，コンプライア
ンス規程の制定，職
員向けの啓発研修の
実施により，内部統
制を図っている。経
理 部 門 ， 監 査 役 会
は，会計監査法人と
連携して十分に機能
している。引き続き
コンプライアンスに
留意しながら健全性
を図っていきたい。

組織運営健全性

組織,人事,財務等の内部管理体
制が適切に整備･運用され,かつ
情報公開による透明性の確保が
適切か

経営目的，経営方針が各種計画
に反映され，計画・実行・見直
しが行われているか

財務健全性

受託事業の増減に伴
い，人員配置の見直し
を実施。また，茨城県
技術公社へ委託し作成
した当ビルの「劣化診
断調査・長期維持保全
計画書」を基に平成２
７年度からの１０ケ年
修繕計画を作成。当社
の経営や資金繰り等を
勘案し効率よく取り組
む。

また，余剰資金も安
全性を確保し，機動的
に運用して利益を追求
している。

平成１７年度の減損処
理とその後の経営努力に
より，平成１８年度より
連続して黒字を計上。

平成２２年度に減資を
実施し，繰越損失も解消
した。

また，平成２４年７月
には借入金完済となり，
キャッシュフローも改善
されている。

引き続き，各事業の収
益性に留意しつつ財務面
の健全化を図っていく。

法人の財務体質が健全である
か，また，各事業の採算性がと
れているか

0%

20%

40%

60%

80%

100%
目的適合性

計画性

組織運営の健

全性
効率性

財務の健全性

経営評価
ﾚｰﾀﾞｰﾁｬｰﾄ
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［法人担当課の意見］

1

2

1

2

1

2

［総合評価］

平均目標達成度 76.0%

377 96.8% 368職員1人当たりの賃貸面積効
率
性

㎡／
人 300 374

総合的所見等
に係る対応

　企業支援事業については，引き続きコーディネーターを中心に競争的資金の獲得
支援等を適切に行うことにより，産学官の連携による企業の新商品開発や販路開拓
等の取組を推進していくよう指導していく。
　研究開発室等賃貸事業については，企業に対する営業活動を徹底し，新たな入居
者の発掘・獲得に努め，入居率向上を図るよう指導していく。
　また，県内の各支援機関がそれぞれの機能や強みを活かし，情報共有を図りなが
ら中小企業支援が展開できるよう連携強化に一層取り組んでいくよう指導してい
く。

効率性 財務健全性計画性

総合的所見等

　引き続き，競争的資金の獲得支援等に取り組み，産学官連携による地域企業の新
製品・新技術の研究開発等を推進されたい。
　法人の収益の根幹である研究開発室等賃貸事業については，新規入居者の確保に
努め，入居率の向上を図られたい。
　また，県全体の産業活性化を図るため，(公財）茨城県中小企業振興公社や(株)つ
くば研究支援センターなど，県内中小企業支援機関との連携をより一層強化された
い。

11

365

組織運営健全性

96.0 95.6 99.6% 96.0経
営
目
標 35

95.1

25 19 10.6%3.7

93.6

91.0 97.1%89.3

法人担当課の意見

26 H26実績 達成度(%)

［経営目標］

％

区分 指　　標　　名 H25実績

取組みを強化すべき視点 目的適合性

90.092.0

H24実績

計画性

健
全
性

自己資本率 ％

当期純利益
百万
円

86.1

組織運営健全性目的適合性 財務健全性

事
業
成
果

研究開発室入居率

H27目標値単位

・収益の柱である「研究室等賃貸事業」については，計画的な施設設備の更新や入居者サービスの充
実により施設の利便性を高めるとともに，積極的な営業活動により新規入居企業の確保を期待する。
・中小企業を取り巻く環境は大きく変化していることから，入居企業や地域の中小企業等のニーズに
合った技術や経営に関する支援を充実させ，地域産業の高度化やものづくり企業の競争力強化等に取
り組み，地域産業の振興に寄与するよう指導していく。

効率性
　次世代自動車研究会や
県内中性子利用連絡協議
会の運営などの産学官連
携や国の競争的資金であ
るサポイン等の受託事業
を積極的に実施してお
り，地域産業の高度化，
活性化を促進するなど，
産業支援機関としての役
割を果たしている。

　平成２６年度に策定し
た第４次中期経営計画に
基づき，計画的な経営を
行っている。毎年度，計
画の検証を行うとともに
各項目の進捗管理を指導
していく。

　民間出身の経営幹部
の登用や業務規定の制
定，職員向けの啓発研
修を実施するととも
に，平成２５年度には
新たにコンプライアン
スに関する規程を整備
するなど，組織運営の
健全化に努めている。

　受託事業の業務量に
応じた人員配置の見直
しや修繕計画に基づく
建物設備の補修など，
引き続き，組織全体で
コストを意識しながら
業務を推進するよう指
導していく。

　平成１７年度の減損処
理とその後の経営努力に
より，９期連続して黒字
を計上している。また，
平成２２年度には減資を
実施し，累積損失を解消
するとともに，平成２４
年度には借入金も完済
し，健全な財務状況を維
持している。

改善の余地あり概ね良好 大いに改善を要する改善措置が必要

目標値H
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